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1は じ め に
1996年の石油産業 における規制緩和 以降,日 本石油産業の再編が急速 に進み
つつある。 それは,エ ク ソンニモー ビル系,新 日本石油(旧 日石三菱)系,出
光興産系,ジ ャパ ンエナジー ・昭和 シェル系,の 大 きく4グ ループヘ統合 ・集
約 されてい く過程 に見 える。 しか し,そ れぞれの グループが統合 ・集約 され た
後 に,ど のよ うに展 開 していこ うとするのかは,ま だ明確で はない、
ところで 日本石油産業 の再編 ・統合 ・集 約はい まに始 まった ことで はない。
じつ は40年ちか く前 に も行 われたことがあ った、それが 「共 同石油 グループ」
の成立であ った。
この共同石油 の成立 まで の過程 につ いては前稿】)ですで に明 らか に した.、通
産省 は,国 内の石油精製 ・販売 とい う下流部門 において石 油 メジャーズ と渡 り
あえる民族系石油企業の育成 と,市 場統制 の中心 とな りうる民族 系石油製 品販
売会社 の育成 を意図 した(共 販 会社構想),、共同石油 とは,1965年にこの構想
に もとづ き,日 本鉱業,ア ジア石 油および東亜石油 とい う民族系石油企業 の販
売部 門を まとめあげる ことで発足 した石油共販会社であ った、,
本稿 では.共 同石油 グループ21成.、ン1以降 の展開過程,す なわ ちグループ形成
1)拙 稿 「石油業法 か ら共販会杜構想へ」 『経 済論叢』 第170巻第2号,2002年8月,「共同 石油(グ
ルーブ)の 成.、Z」『経 済論叢』第170巻第5・6号,2002年11・12月。、
2)「共同石油 グルーブ」 とは.こ の共同石油 とい う新会社 の設立 に参加 ・関連 し,「共同石油 系」
とされた諸企業の総称で ある.こ の共同石油 グループは,共 同石油本社 とこれに参加 した諸企業
とが親会杜 ・子会社 の関係 にはな く,す なわち親会杜 の事業 を中心 として形成 される親子関係型
の 「企業グ ループ」(下谷政弘 『日本の系列 と企業 グルー プ』 有斐閣,1993年)ではない、拙/
共同石油グループの展開(395)41
(集約 と拡大)の 過程 について,こ の過程 で見 られ たグループ企業 の課 題 ・戦
略のあ り方,通 産省 の政策 との関係,と いった視 点か ら検討 したい。
IIグループ集約の開始
集約に関する協議機関として,1965年11月に 「4社連絡協議会」が発足 した。








規格案」が作成 され,同年11月1日付で制定 ・実施された。 さらに,ユ ーザー
に対 して規格 を保証するため,同年12月27日,4利:連絡協議会において,「共
同石油株式会社受入製品の品質に関する協定書」 と 「共同石油株式会社受渡 し
製品の品質に関する協定書」の原案がまとめられ,66年1月1日付で締結され
た。
こうして,共 同石油 グループの集約はスター トした。
1配 油 集 約
日本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石 油の3社 の配油部門の集約作業 は,1965年10
月か ら開始 された。共同石油 は,同 年11月1日か ら,一一般燃料 油の3社 油槽所
間輸送 と,ユ ーザーへの直送納 めの受託 を開始 した,,ただ,こ の時点では製油





油業務の一部 を請け負 っていただけで あった。66年2月 か ら3月 にか けて,3
社所有 の全油槽所 は共 同石油 に譲渡 された`)、、油槽所 の運営 も共同石油 に移管
されたが,販 売 は3社 が行 ってお り,実 質上 は3杜 による油槽所 の共 同利用で
あ った。 ここでの共同石油の役割は3社 別 の受払 い実績の把握 にとどまり,運
営費用 は3社 が負担 した5)。共 同石油名義 での販売 は,販 売集約 に伴 って開始
され た。石油製品は この時か ら製油所 受け渡 しで所有権 が共 同石油 に移管する
こ とにな り,ま た受注 も3社 に代わ って共同石 油が行 うこ ととなった。 さらに,
それ まで3社 が行 って いたジ ョイン トも,共 同石油 名義で実 施 され る ことに
なった。
ところで,共 同石油 グループの精製所 の稼動予 定 は,1968年度末 が東 日本 喬
分28万7000BID7}と西 日本分9万B/D,1971年度末 は東56万4350BIDと西16
万350B/Dであ り.東 西格差 が予想 された。 したがって,共 同石油は,グ ルー
プと しての全国的な需給 バラ ンスを追求する こと,と くに需給 の東西バ ラ ンス
の巾長期的確 保が課題 となった。 この ため各社 の東西 バ ランス を把握 の上,た
とえば元売 ・商社 との ジ ョイン ト化 を進め,グ ルー ブの製油所 のない中京地区
への供 給確 保 に乗 り出 した、1967年の ジ ョイン ト数量 は152万9000kl(販売量
の16%),また68年には131万kl(lll.9%)となった。
配油 集約 によ り共同石 油 は計83ヶ所,23万4393k1の油 槽所 と貯 油 能力 を
持 った(1966年3月末),3社 の油槽所貯油能力 は 日本鉱業16万6790kLアジ
ア石油3万1825k1,東亜 石油4万5070k1の,計24万3685k1であった(65年3
月末)。 これ は全国407万4493klの6%に相当 し、燃料浦販売 シェア9。5%と比










国内調達 の困難 さを抱 え,ま た,ひ も付 原油 での資金調達 は使用 目的が通産省
の指導 によって生産部門 に限 られ ていた8)ためであった。 また,ア ジア石油 と
東亜石油は,製 油所 を拠点 として販売網 を展開 していたため,油 槽所貯油能力
は小 さ くてすんでいた こともあった,.
1966年9月,共同石油 は1966-69年度の事 業計画 を策定 した。油槽 所 につい
て は,(1)ジョイ ン トを含め製品の安定供給,(2)生産地 と消費地 問の輸送 ロ ッ
トの大型化 による流通 コス トの削減,(3)配送の一元化,が 基本方針 とされ た。
1966年度末の輸送所貯油 能力(見 込)は27万1590k1であ り,こ れは年間販売
計 画量1017万kl、月平均84万7500klの0.3ヶ月分であ って.業 界平均 の0,7ヶ
月分 よ りも低か った.そ こで事業計 画で は,1965年度末 まで に約0.5ヶ月分 ま
で増強す る とし,112億7000万円で計37万5000k1の新増設 を予定 した。その結
果.1966年度1万2354kl,67年度4万9255k1、68年度2万7833kl,69年度5万
1366k1の.4年度 合計14万808klの輸送 所貯 油能力 を増 強 し,69年度末 に は
37万5201klとなった艶1。
配油集約 に伴 い1輸 送部 門の集約 も行 われた。 陸上輸送 では,タ ンクロー
リー ・トラ ックについて,共 同石油 は,1966年1月,陸上運送会社約120社と,
従 来の3社 との契約 を踏襲 し運送契約 を締 結 した。 その後,66年7月 の販売集
約 によ り,運 賃 レー トについては地域別 に3社 中の最低 レー トを基準 に採用 し,
また支払条件 を60日後 の現金払 い とす るなどとした契約 の統一化が進 められた。
同年11月1日 には各支 店ご との契約更新が完了 した。鉄道輸送 につ いては,共
同石油 に輸 送所o)専用側線 や タンク車が譲渡 され,さ らに68年9月 には35トン
タンク車lO量を新造 した、,海上輸送 では,65年11月,共同石油 は3社 と契約 し
ていた海運会社 と運送契 約 を締結 し.66年1月 には共同石油に配船実務 が移管
されだ 。)。販売集約後 の運賃 レー トは日本鉱業 の レー トに統一 された。 また,
8)主 には石油精製設備 に限定 されていた。
9)共 同百油20年史編纂委員会編.前 掲書,115-116ペー ジ。
10)たた し1966年7月1日までは配船 ・運賃 レー トは各社別 ごとであ った・ また運賃 負担 も3社 が
行 った。
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よび機器類 を共同石油が買い取 り,その貸与契約 を継承すること,(4)3社の
給油所マークを共同石油のマークヘ切り替えること,であった1%
販売集約の最大の課題は特約店の移管であった。共同石油と3社は,1966年
6月30日,「販売集約に伴 う債権 ・債務の処理に関する協定書」を締結 した上,
3社系列の特約店 を翌7月1日 付で共同石油に移管した1㌔しかし,この共同
石油 と特約店の取引条件は3社 と特約店の取引条件をそのまま継承 したもので
あり,内容は様々であった,、このため取引条件の統一化が課題 となった。共同
石油は,同年7月,新 規起用の特約店との取引条件基準 を月末締後50日単名手
形決済 と定め,こ れ以降,継承特約店に対 してもこの取引基準へ改定するよう




い取 りは,共 同百油への出資 と関連づけて,「出資見合い分売買」 といわれる
現物出資と単純売買に分けて行われた、この買い取りによる継承は,対象2047
給油所のうち,サ インポール特約店を除 く1806給油所(日 本鉱業1029,アジ
ア石油460,東亜石油317)であった.ま た買い取 り金額は,日 本鉱業34億
6448万円(う ち売買分9億Z790万円),アジア石油2〔)億413万円(4億8298万
11)共同石油20年史編纂委 員会編,前 掲書.119ペー シ。
12)内訳は.日 本鉱業403店.アシア石油96店,東亜石油135店であ 二・た。
13)1965年度の3社 給油所の移籍受イノ、い数は,他 社 への移籍31,他杜 か らの移 籍28であ り,全体




3規 格 統 一
まず共同石 油 グループでは,1966年6月か ら主 要燃料油 の銘柄 を 「共石」 に
統一 した。続 いて,グ ループ各社 は同年8月1日 付 けで 「製品品 質に関す る協
定書」 を締 結 しだ4)。そ¢)内容 は次 の通 りで あった。す なわ ち,(1)共同石油
と精製3社 に共通の基本的な品質政策 と長期的 な品質計画 を策定す る こと,(2)
共 同石浦 グルー プ内での合理 的な品質管理 と標準 化の実施 によってグループ と
しての対外競争 力 を強化 する こと,(3)精製 ・販売 の品 質 とその管理上 の責任
分 界点 はオン レー ル ・オ ンボー トによる受 け渡 し完了時点 とする こと,(4)共
同石油 と精製3社 間の品質 に関する事項 の調整 ・協 議のために両者 間に品質協
議 会 を置 くこ と,で あ った陶,,
これ と並行 して,共 同石油 は,1966年6月,日 本 鉱業水 島製油所 内 に能 力
3000B/Dの水素 化分解装 置(ア イ ソマ ックス装置〉 を完 成 させ,1」本鉱業へ
の リースを開始 した。 この装置は,当 初は 日本鉱業が計画 し,65年5月 に着工
した ものであった。 しか しこの直後の共同石油 に対す る開銀融資が,製 品の規






ごとの販売課 ・社員 ・特約店の関連を断ち,特約店を地域ごとに再編成 し,こ




れ を担当す る社員 も出身会社 にはこだわらない混成」161とす る ものであ った。
これ は,当 時 「三色す みれ」 と呼 ばれていた共同石油 の販売体制 の状況 を、統
一的 なものに してい くことが意図 されていた。
これ と並行 して グループの給油所の新設 も進め られた。販売集約前 の1965年
度 には,給 油所新設枠 は 日本 鉱業77,ア ジア石油48,東 亜石油37の 計162ヶ
所が認 め られ た、 これ らの新設 は3社 によって行 われ,共 同石油が販売集約時
に買い取 る ことになっていた。 この給 油所 の建設 は,新 設枠 が一応定め られた
が,民 族 系育成策 に基づ く特別措 置 として事実上 フ リー とされ,3社 は新 設枠
を超 えて給油所 を設置 した。結局,1965年度 には,日 本鉱業134,アジア石油
59,東亜石油42の計235ヶ所の給油所が新 設 された。 こうして共同石油 の給油
所 は,1965年度 末 に2282ヶ所,シ ェア10.1%(全国22589ヶ所)と な り,前
年度 の9,7%から0,4%上昇 した。
1966年度 の新設枠 は基本枠167ヶ所 に加 えて,共 同石油育成 を目的 とした特
別枠100ヶ所 が認 め られ,合 計で267ヶ所 となった。 こうして共同石油 の給 油
所 は,1966年度末 に.2549ヶ所.シ ェア10.5%(全国24270ヶ所)と なった。
この1965・66年度 の235・267ヶ所 の新 設 は,そ れ ぞ れ全 国新 設枠1633・
1650ヶ所 の14、4%・16.2%にあたる もので あった。 また これ らは日本 石油の
269・268ヶ所(両 年 とも第1位)に 次 ぐ第2位 であ った。
1967年度 の給油所新設 は,数 規制が廃止 され,距 離規制方式 とな り,全 国で
5945ヶ所 の給 油 所 が増設 され た,、共 同石 油 は,703ヶ所 の給 油所 を増 設 し、
1967年度末 には3252ヶ所,シ ェア10.8%(全国30215ヶ所)と なった。
だが通 産省は,1968年度 の給油所新設について,前 年度 における乱設の反省
のため,事 前届 出制 を全面的 に採用 し,距 離規 制 を強化 し.数 規制方式 を復活
させた,,共同石 油 には基本枠304ヶ所 に特別枠49ヶ所 と農協 限定枠28ヶ所'71





させ ていたず れ込 みの完成分 を加 えて,計426ヶ所増設 した。共 同石油 の1968
年度末 の給油所 は3678ヶ所,シ ェア10.9%(全国33642ヶ所)と なった。
さらに共 同石油 の給油所 は,1969年度 か ら72年度 まで,1308ヶ所 を増設 し,
計4986ヶ所 となった。 これ は,こ の期 間 の全 国の増 設9160ヶ所 の14.3%の
シェアを占めていた。 これで共同石油の シェアは11,6%(全国42802ヶ所)と
な った。
この問,給 油所 の シェアの伸 展 に伴 って販売 シ ェアも伸展 した。 ガ ソリンに
つ いて見 てみ る と,1967年度で は共同石 油 グル ・ーブ の販売 シェア は9.3%で
あ ったが,72年 には10.9%となった。 しか し,給 油 所 シェア を超 える販 売
シェアを確保 する ことはで きなかった。
lV共 同石油グループの拡大
1富 士石油のグループ参加
1964年4月17日,寓士 石油 が設 立 され た。資本金は12億5000万円,株 主構成
はアラ ビア石油10%,東 京電力15%,住 友化学工業15%,大 協 石油15%,日
本鉱業15%,東 亜石油5%,ア ジア石油5男,そ の他20%で あ った。
富士石油の設立 は,当 初は アラビア石油 の産出する カフジ原 油 を精製 する こ
とが 目的であ った。 ここに石油化学 コ ンビナー トを組 もうとする東京電力 と住
友化学工業が加わ っていた.通 産 省は,日 本鉱業 ・アジア石油 ・東亜石油 そ し
て大協石油の4社 に対 し,富 士石油 が生産す る製品の うちコンビナー ト向けナ
フサ とC重 油 とを除 く製品 を,共 同購入 と販売会祉経 由の買い取 り販売,あ る
いは直接 の買 い取 り販売 をする よう要請 した。4社 はこれ に応 じ,1964年3月
31日,富士石油の設立 に参加する ことが決定 した、,
富十石油 の製 油所 の建 設地は,当 初 予定の三島か ら沼津 を経 で8〉,姉崎 の東
18)建設 予定地が静岡県の…島市 ・沼津市 から千葉 県へ と移 ったのは,四 日市公 害を受 け.三 鳥 ・
沼津 において コンビナー ト誘致反対の住民 運動が盛 り上 がり,三 島市 ・沼津市 ・静岡県の3自 治
体がコンピナー ト誘致計画 を撤回 したか らである。宮 本憲一 『昭和の歴史10経済大国』増補版,
小学館,]989年,224-233ベー ジ,、
48(402)第171巻 第4号
京電 力の用地へ,そ して最終 的には千 葉県の要請 を受 け入れて,1965年8月に
袖 ヶ浦に決定 した、
富 士石 油の姉崎製油所(計 画)は,1965年3月24日の第21回石油審議 会 にお
いて,第1期 計画常圧蒸留装置能力7万BIDl』llが認可 され た。その条件 は,稼
動開始 を69年4月とす るこ と2。1と,当時設立が予定 されて いた共同石油 グルー
ブヘ参加するこ とであった。
日本鉱 業 ・ア ジア石油 ・東亜石油 の3社 は,1965年4月9日 付の 「石油共販
会社設立 に関する基本的了解」 において,富 士石油 やその他 の企業が共同石油
グルー プに参加 する希望 があれば,出 資 を考慮 する ことを合意 していた。
共同石油 と富士 石油 は,1966年8月11日.「富士石 油の共 同石油へ の参加 に
伴 う基本的了解」 と.こ れに基づ く協定 を締結 した。 こうして,富 士石油 は共
同石油 グループ における基 本協 定やそれに付 属する覚書 な どを全面的 に承諾 し,
グルー プヘの参加が決定 した。富士石油 は,66年12月,共同石油へ の初出資 を
行 い,現 金5000万円を振 り込 んだ。 また,共 同石油 に対 する富士石 油の出資
比率 は.68年10月まで に,日 本鉱業3=ア ジア石油2:東 亜石 油2に 対 して1
とす るこ ととなった。以降,富 士石油 は68年10月か ら70年3月 まで3回 の出資
を行 い,出 資比率 は達 成 された。
しか し,富 士石油σ)グループ参加 は先行 の3杜 に比べ有利 である,と い う不
満 をもたら した。3社 は共同石油 と富士石油 に対 して,参 加条件 の均衡化 を要
求 した。それ は次 の通 りであった。すなわち間題 は,(1)富士石油 には販売網
への先行投 資負担 がない こと,(2)3杜が共同石油 に販売 集約で譲渡 した商権
の対価 を要求 しないので,一 本仕入れ価格方式で は結果的 に富士石油 に有利 で
ある こ と,(3)富士石 油製品の コンビナー トパ イプ分 が共同石油 に集約 されな
い こ と,で あった鋤。 そ して要求 は,ロ 〉富 士石油 は共同石油 に一定金額 を支
19)富十石油 の最終 目標能力 は3〔1万B/Dであ った。、
20)これは後 に1968年10月に繰 りhげ られた、
21)なお,富 士石油 の生産す るコンビナー ト向けナフサおよびC重 油 を除 いた製品 は,臼 本鉱業 ・
ア ジア石油 ・東亜石油 ・大協石油の4社 が公 平に引 き取 って販売す ることにな っていた、,しか■
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払 い,共 同石油への仕切 り価格について格差 を設 けて減殺すべ きである こと,
(2)ノンス ルー のパ イ プ分 につ いて も共同 石油へ集 約すべ きであ る こ と,で
あった22ン。富士石油 はこの主張 に対 して最初 か ら自明 であった と主張 し,議 論
は まとまらなか った。
このため通産省 は,1969年8月6日 にな って 「共 同石油 に関す る対処方針」
を出 し,こ れ らの問題 を含 む損益折半問題 の解決 を勧告 した。同年10月6日,
社長 会 はこの問題 について次の結論 をよ うや く出 した.す なわち,(1)富士石
油 は共同石油へ販売協 力金 を支払 うこ と,(2)仕入価格 には格差 をつ け ないこ
と,(3)パイプ ノンスルーはそ の ままとす るこ と,で あ った331。富士石 油の製




三菱油化は大型石油化学工場(エ チ レンの生産目標100万t/年)を計画 し,
また,東京電力は火力発電所(目 標44万kw)を計画 し,それぞれ鹿島コンビ
ナー トに進出することを狙 っていた。鹿島石油の設立は,こ うした鹿島地区の
コンビナー トに石油化学用ナフサやC重油を供給することが目的であった。三
菱油化は,当初,石 油精製会社 を新設する構想も持 っており,株主であるシェ
ル社に提携 を申 し入れ.製油所の建設 を要請 した。だが交渉は失敗に終わって
しまったため,1967年1月に三菱油化は口本鉱業に支援 を要請 し,共同石油に
対 しても新石油精製会社設立への参加を要請 した。同年7月,新 会社の発起人
会が開催 され,出 資比率を共同石油55%,三菱油化30%,東京電力15%とす
＼ し,共同石油の設立後,富 十石油 も共 同石油 グルー プに参加する こととな ったため,共 同石油が
該 当製品の全 量 をい ったん引 き取 り,そ の うちの30%相当 を実費加算 して大協石油 に売 り渡 すこ
ととなった,.
22)共同石油20年史編 纂委員会編 。前掲書,164ベー ジ。
23)同上書,165ペー ジ、
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るこ とを決定 した、 しか し共同石油 は精製部門 を持たないので.こ の3社 では
石油審議会 の承認 を得るのは難 しい と判断 され,通 産省 は大協 石油に も参加 す
る よ う要 請 した241。翌8月,大 協 石油 の参加 が決定 し,出 資 比率 が 共同石 油
30%,大協石油25%に 修正 された、
鹿島石油 の製 油所計画 は,1967年8月10Uに第29回石油審議会 において.常
圧蒸留装置 能力12万BID251が.70年4月稼動 開始 を条件 として認可 され た。
共同石油 ・大協 石油 ・三菱油化 ・東京電 力 と鹿 島石油 との間で,1968年8月
31日に 「鹿島石油運営 の基本事項 に関する基本協定書」 が締結 されたド1この協
定 によって,鹿 島石油が生産 する製舶 の供給 ・販売 方法 は,次 のよ うに決 め ら
れた。す なわ ち,(1)三菱 油化 が使 用するナ フサ の全量 と,束 京電力の鹿 島地
区の火力発電所が使用する重 油の質量 ともに東京電力の要請 に適合 しかつ鹿 島
石油 の事情の許す量 とを,鹿 島石油はパイプライ ンにて供給 する こと,そ して,
それ らの販売 は共 同石 油が実費ベー スで行 うこと,(2)コン ビナー ト会社 の う
ち三菱油化 ・東京電力の関係会社に対 する販売 は,実 費 ベースで,原 則 と して
共同石 油30;大 協石油25の 割合で行 うこと.(3)以上の もの を除い た鹿 島石
油が生産 する内需用石油製品 の全量 は.共 同石 油 と大協石油 とが30:25の割
合で 同条件 で買い取 り,そ れぞれの販売 ルー トで販売する こと,た だ し鹿島臨
海工業 地 帯 向 け(パ イ プ ラ イン分 を含 む)製 品 は,一 括販 売 し,品 種 別 に
30125の割合 で配分す ること,で あ った26》。 これ は,富 士石油の生 産する製 品
の取 り扱 いにおいて,共 同石油がいったん全量 を買 い取 った上で大協石 油に売
却するの とはちが い.大 協 石油 も鹿 島石 油から直接 に買 い取 る,と い うもので
あ った。
以上の協 定書 の締結 と同じ く,1968年8月31日,共同石油 と鹿島石油 とは,
「鹿島石油株式会利:にかかわる基本協 定締結 に伴 う覚書」 を締結 し,次 の こと
24)大協石油株式会社 杜史編 さん委員 会編 『大協石油40年史』 大協 石油,1980年、23】ペー ジ。
25)鹿島石油の最終目標能力 は,60万B/Dであ った。
26)大協石油株式 会社社 史編 さん委員会編.前 掲 書、233ベー ジ,お よび,共 同石 油20年史編纂委
員会編.前 掲書,166ペー ジ.
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を取 り決 めた。 すなわ ち,(1)共同石油 が鹿島石油か ら引 き取 る石 油製品 につ
いて,共 同石油 グループの需給 ルール,仕 入価格 ルール,製 品規格 が適応 され
る こ と.(2)鹿島石油の精製設備新増設 に関 して は,鹿 島石油 と共 同石油 とが
協 議する こと,で あった271。

















27)共同石油20年史編纂委 員会編,前 掲書,167ペー ジ。 また大協石 油が鹿 島石油か ら引 き取 る分
につ いて も,こ れ らのルールか適用 された.、
28)石油取 り扱いの基本円標 を 「A.原重油取扱B 、石油製品の大量取扱C、 石油化学 製品及
び関連資機材(船 舶等)D.原 重油取扱い による貿 易面へ の多角的波及効果」 とし,「販売 力拡




あ っ た 、,
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2三 菱化成によるアジア石油の支配
三菱化成工 業 は戦前 か らコークスや タール などの化 学事業 を行 い,戦 後 に
なってか ら水 島エチ レンプラン トを稼動 させ(1964年7月),大手石油化 学企
業 となった。 同社 は石油化学原料であるナフサの安定的 な確保 をもとめ,さ ら
にケ ミカルリファイナ リーの構想 を持 ち,石 油精製企業 をグループ傘下 に取 り
込 むことを計画 した。
アジア石油 は,1957年か ら59年3月まで,ス エズ動乱 時の過剰用船 による欠
損期間 を持 ったが,そ れ以降63年9月 まで は株 主配当 を行 った。 しか し,66年
2月 に稼動 させ たLB装 置3髪」〕の不調 や,同 年10月稼 動 の常圧 蒸留装 置(4万
B/D)などの設備投資 関連 の金利負担や.こ れ らの装置 の低稼動率 のため,64
年以降 は無配 となった。 さらに,66年か ら68年まで3年 連続 で赤字決算 となっ
た。
モー ビル社 は,こ の間,ア ジァ石油 に対 して30%の 資本 参加 を申 し入れ た、,
それに対 してアジア石油 は,共 同石油の誕生 とLB装 置 の稼動 による巻 き返 し
に期待 し,申 し入れを断わ った。 しか し1964年以降の経営不振のなかで.結 局
川鍋社長 は石油精製業 からの撤退 を決意 した。 そ して アジア石油 は,68年4月
頃 に三井物産 と三菱化成 に対 して アジア石油株式 の譲渡 を申 し入れた。 これは
三菱 化成 に とって渡 りに船で あった3"。
三菱化 成 と三井物産 はアジア石油の申 し入 れ を検討 し.三 菱化成が三井物産
の提示 よ りも高 い価格(額 面 の2.5倍)で買 い取 る ことに合意 した。 こう して
3〔))LB装置 とは,LPG生産用 アイソマ ックス装 置.ベ ンゾール生産用ハ イデ ィー ル装置,そ して
これ らの装 置向けの水素発生装置の総称である、,
31)三菱化成は 「原 料ナ フサの安定確保 を図る とともに,長 期 的には石油化学原料の多構化 を見越
した・いわゆる石油精製 と石油化学 の一体化に よるケ ミカル リフ ァイナ リーの可能性 を追求 し,
さらに石油化学,ア ル ミニウム、コークスによる水島 ・坂 出コ ンビナー トの成立 を目指」 したの
であ った。三菱化成工業株式会社総務部臨時社史編集室編 『三菱 化成杜史』 三菱化成工業,1981
年,332-333ページ.
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三菱化成 は,1968年10月,川鍋 ・日本交通 ・大洋漁業の所有 していた アジア石
油株式 の78%を買い取 った。 さらに同年11月に5名 の役員派遣 を行い,三 菱 化
成副社長 の長谷川隆太郎が69年5月 か らア ジア石油の社長に就任 した。
こうして アジア石油 は,三 菱 化成 グループの傘下 に吸収 されて しまったので
あった。
VI共 同石油グループ子会社の設立
共 同石油 は,ア ジア石油 と共 同投資 でアジア共石 を,東 亜石 油 と共 同投 資で
東亜共石 を,そ れぞれ設立 した。 また,共 同石油 グルー プは,共 同石油 および
精製5社 の共同投 資で,日 本共 同原 油 を設立 した。 これ らは.共 同石油 グルー
プ内 での精販 統合 を進 展 させよ うとす る,通 産省の政策の ・環 であった32》、
1ア ジア共石
共 同石油 と経営権 が三菱化成 に移行 したアジア石油は,1969年10月,両社 の
共 同事業 と して,坂 出製油所第1期 計画常圧蒸留 装置能力10万B/D(72年完
成予定)の 設置 の許可 を申請 した。 そもそもこの坂 出製油所 の計画 は,三 菱化
成が 中心 とな って建設 が進行 していた坂出 コンビナー トにおいて,ケ ミカル リ
フ ァイナ リー として コンビナー トにナフサやC重 油 を供給す るこ とを目的 とし
た ものであ った。 この 申請 は,69年11月,第35回石油 審議 会 で,能 力 を6万
BIDに修正 し,共 同石油 とアジ ア石浦の共 同事業 とす るこ とを条件 に認 可 さ
れた。
共 同石油 とアジ ア石 油 は,1970年5月18日,坂出製油所 の運営 会社 と して
「アジァ共石株式会社」 を設立 した,、資本金は3億 円で あ り,共 同石油が1億
32)これにつ いて,通 産省鉱山局長を歴任1、共 同石油祉 長となった森誓夫は 「共石 と株 主会社 との
閲係 を有機的 に ・本化 しよ うとい うのが一つのねらいです。それか ら共同石油自身の力 をもっ と
つ けてい こうとい うことで,そ れには精 製をやらせ ようということにな り,そ の後,精 製設備 の
新増設の場合 には共同投 資 をとるこ とになったわけです1と 誌 っている。森誓夫 「民族 系石油 会
杜 の使命 に生 きて」 「石油文化』第21巻第6号,1973年4月,207ページ。
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円を,ア ジア石油 が2億 円を出資 した。社長には長谷 川アジア石油杜長が.代
表取締役 には森共同石油社長 が,そ れぞれ兼任 で就任 した。アジア共石 は,72
年10月,坂 出製油所 を完成 させ た 、アジア共石は,第2期 計画 を中請 し,71年
9月 に第41回石油審議会 は,第1期 計画稼動前 に もかかわらず,こ の第2期 計
画常圧蒸留装 置9万BIDを.74年10月完成予定で認 可 した。
この アジア共石 と坂 出製油所 は,共 同石油 グループ内に新会社 を共 同投資 で
設立 し,製 油 所の運営 をさせ る とい う方式の第1号 であ った。














この東亜共石 と名古屋製油所は,ア ジア共石 と同様のグループ内新会社設立
方式の第2号 であった。
33)アラ ビア石油 は,カ フジ原油の販売先を求め,共 同石油 グルー プとの関係 を強化 しよ うとして,





類の共同購入や共同用配船の推進 を目的 とする新会社 として70年5月19日に
「日本共同原油株式会社」を設立 した。資本金は7500万円であり,共同石油
が2500万円を,精製5社 がそれぞれ1000万円を出資 した。社長 には森共同石












通産省 は共向石浦 グループ育成 のため,精 製設 備能ガ増大 の許可 を優先的 に
与 え た、,そのため共 同石油 グルー プの常圧 蒸留装 置 能力 は,1965年の21万
4350BID・シェ ア10.4%(全国205万7640B/D)から74年の98万7850BID・
シェア17.5%36》(全国556万360B/1))と大幅 に増大 した。 しか し,そ れは グ
ルー プの燃料油合計 販売 シェアにおける65年の10.3%から74年の12.6%への
3'1)政策 原油 とは,ア ラビア石油 などの原油の ことである,,
35)共同百油20年史編纂委貝会編.前 掲書,225べ一ジ。
36)これは富士石油 と鹿 島石油の大協石油取 引分 咄 資比率15%・25%分)を除いた ものである,、
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増加 とい う実績か らは大 き く乖 離 し,精 販 ギャ ップを拡大 させる ような精製能
力 を持 つことを意味 していた、それが以下 の5製 油所の新増設 であ った。
1日 本鉱業水島製油所
日本鉱業の設備投資は共同石浦との共同投資で行われた。水島製油所は1969
年から70年にかけ第3期 工事 を完了 させ,大 型製油所化を目指す第4期工事 を
計画していた。その第4期 工事は,第2・ 第3常 圧蒸留装置の増強,流動接触
分解装置 と減圧軽油水素化脱硫装置の新設,を 含んでいた。この計画 は常圧蒸
留装置能力10万B/Dの増強 として申請された。第35回石油審議会は,69年11
月,こ れを第3常 圧蒸留装置能力増強3万B/D,1971年IO月完成予定で許可 し
た。 さらに,第38回石油審議会は,70年9月,第2常圧蒸留装置能力増強4万
BID,73年4月完成予定で認可 した。











富士石油は,1968年8月,袖 ヶ浦製油所の第1期 工事 を完 了 し,同 年10月か
ら常圧蒸留 装置能力7万B/Dの 操業 を開始 した、
しか し,富 士石油袖 ヶ浦製油所の精製能力の最終 目標 は30万BIDであ った。
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それ は東京電力姉崎火力発電所屠…7)の重油 と,住 友化学工業エチ レンプラン ト
用3圃のナ フサの需 要 も含んで いたためであ った。 このため富士石油 は,常 圧蒸
留装置能力13万BIDの 新設 を申請 した。第32回石油審議 会は,,1968年10月,
これ を能力7万B/D,71年4月 稼動で認可 した。 この後通産省 は70年1月,富
士石油 に対 して.石 油製品の需要増 に対応するため稼動 開始 を6ヶ 月繰上 げる
よう要請 した。それ を受 け,富 士石油 は工事 を急 ぎ,70年11月,当初計画 よ り
も5ヶ 月早 く稼動 を開始 した。 さらに第3期 計画常圧蒸留装 置10万BIDの 申
請 を行 い.第41回 石 油審議会 は,71年9月,こ れ を能力7万B/Dと し,74年
10月完成予定で認可 した。
富士 石油 は,1974年10月,当初 の計 画通 りに第3期 計画7万BIDを 完成 さ
せた。 こうして袖 ヶ浦製油所 は常圧 蒸留装置 能力21万BIDと なった。
3鹿 島石油鹿島製油所
鹿 島石油 は,1967年10月以降、鹿島製浦所 の建設 を進めていたが,70年2月,
原油船 を初 めて受 入れ,同 年4月,常 圧蒸留 装置 能力12万B/Dの稼動 を.予
定通 り開始 した3～1)。さらに,71年7月,第2期 分 として許可 されてい た常 圧蒸
留装置 能力6万BIDの 稼動 を開始 した。 こうして鹿島製油所 は常圧蒸留装 置
能力18万B/Dの大製油所 となった。
さらに鹿 島石 油 は,1970年8月,常 圧蒸留 装置能力20万BIDの増 設 を,73
年4月 完成予定 で申請 した。 これは東京電力鹿島火力発電所用 の重油40)と,三
37)東京電力姉崎 火力発電所は.稼 働 中の1号 機(60万kw),さらに.1969年11月に2号 機(60万
kw)の稼動,71年6月 に3号 機の稼動(同 〉,そ して4号 機(同)の 建 設予定 があった、,60万
kwの火 ノ」発電 には,年 問約84万klの重油が必要である。富士石油袖 ヶ浦製油所の第1期 工事分
の装置だけでは,重 油 の供給量 はおおよそこの火力発電所1基 分に過 ぎなかった.東 京電力社 史
編集委員会編纂 『東京電 力三十年史』東京電力。1983年,527-529ペー シ.
38)住友化学工業は当初のエチ レン生 産能 力12万t/年に加え,1970年4月に30万t/年の新 プラ ン ト
を建設 していた,,この完成でナ フサの年問必要量は約251)万klと予想 された,水 口和寿 『日本に
お ける石化 コンビナー トの展 開』愛媛大学法文学部総合政策学科,1999年,130-140ペー ジ,、
39)「鹿 島工業地帯 の中核体/鹿 島製油所竣工」 『石油文化』第18巻第7号.1970年7月。
40)東京電力鹿島火力発電所 は,1971年3月稼動の第1号 機(60万kwL同年9月 稼動 の第2号 機




坂 出製浦所 は,1972年9月に第1期 工事 を完了 し,同 年10月か ら常圧蒸留装
置能力6万BIDの 稼動 を開始 した。 そ して引 き続 きアジァ共石 は第2期 工事
に入 った。 これは80年8月 まで に完了 し.常 圧蒸 留装置 能力9万B/Dが 増 設
され た。 この結果,坂 出製油所 は.第1期 分 と合 わせて能力15万B/Dと なっ
た。
5東 亜共石名古屋製油所
名古屋 製油所 は,1973年11)月.愛知県知 多市 において常 圧蒸留装置 能力10
万B/Dの 稼動 を開始 した1,総工 費用 は約600億Il1であ った431.
VIIIお わ り に
以上,共 同石油 グループの展開過程 を見 て きた。以 ドでは,こ の過程 にお け
るグルー プ企業 の戦略 のあ り方 と,こ の過程 と通産省 の政策 の関係,そ して展
開過程の意味 について まとめて.結 語 としたい。
第1に,グ ルー プ企業 のあ り方 は,企 業家的主体 性ある経営戦略 か ら後退 し
た性格 のもの とならざるをえなか った。 とい うことである。,
それは まず,富 士石油が グループに参加す る過程で明 らか となった・,富士石
油の グループ参加 につ いて,先 行3社 が富士石油 の参加条件の均衡化 を要求 し,
議論 は紛 糾 した。 このため共同石油 グループの成 立過程 と同様,通 産省の指導
＼ は鹿島製油所の能力に見 合っていた.し か し鹿 島火力発電所 は,さ らに72年5月稼動予定の第4
号機(60万kw)1,74年1月稼動予定の第5号 機(100万kw),同年7月 稼動予定 の第6号 機(100
万kw)が許可 されていた。そのため重油消費量 はほぼ倍増 の550万k1ノ年が予定 されてい た・東
京電力社史編集委員会編纂,前 掲書,532-533ページ。




によって,よ うや く解 決に向か ったので あった。 この ことは,グ ループ企業 だ
けで は利害調整 がで きない ことを内外 に露呈する こととなった。
また,東 亜石油 とアジア石油 の経営権 が移行 した ことも重要である。東亜石
油 は伊藤忠商事 の石油精 製業へ の展 開のなかで吸収 されて しまった。 また,ア
ジア石油 は経営苦境 を,共 同石油 グループ参加 によって巻 き返 そ うとしたが,
社 長の川鍋 は石油精 製業 か ら撤退 し,三 菱化成 グループ傘 下 に吸収 され て し
まった。 これらは企業家的主体性 か らの後退 ということの象徴的事件 といえよ
う。
第2に.こ の2社 の経営権が石油産業 以外 の企業 に移行 した とい うことの意
味 である。 これは,民 族系石油企業 を育成 しよ うとい う通産省の当初の意図 ・
理念が,共 同石油成立 からわずか数年でほ ころび始 めた,と い うことを示 して
いた、,
第3に,共 同石油 グループの拡大 の意味である。 まず,給 油所新増設の優先
的許可が通 産省 によ って行 われた。 しか し共同石油 の販売 シェアは伸 びなか っ
た。 にもかかわ らず グループの精製能力新増設の優先 的許可が行 われ た結果,
精販ギ ャ ッブが拡大 した。通産省 の民族系石油企業 育成政策 は、結果 としてそ
の経営体質 を悪 化 させる ことにつ なが った,と い うことを指摘 しなければな ら
ない、,
次 に,富 士石油 ・鹿 島石油のグループ参加である。 これによ って共同石油 グ
ルー プは,コ ンビナー トリフ ァイナ リーから産出 される製 品の,火 力発電向 け
C重 油 および石油化学向けナ フサ を除いた分 の購買先 と しての位 置づ けも持 つ
こ とになった。す なわ ち,当 時発展 の著 しかった石油化学産業 との関係 の中で
共同石油 グルー プも戦略 を・構築せ ざる を得 な くなった ことを示 していた。
以 上,こ う した展開過程 は.共 同石 油 グループの利害関係 を複雑 化 させ る過
程 で もあった。 これ は,成 立当初か ら参 加 した3社 以外の企業の戦略,石 油産
業以外 の企業の戦略 を.共 同石油 グループが抱 えざるを得 な くなった,と い う
ことを意味 していたので ある,、
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いずれ にせ よ,こ の展 開過程 において,共 同石油グループの全貌 は整 うこ と
となった。 しか し,紙 面 の制 限のため,こ れ らグループ傘 ド諸企業 の企業 間関
係 を含め たグルー プの存在形態 や,共 同石油 グルー プの石油産業 における位置
づけにつ いて は明 らか にで きなかった、また精販 ギャ ップの拡大については指
摘 するに とどめざるを得 なか った。 これらの点 について は別稿で明 らか に した
いo
